
地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴

う厚生労働省関係省令の整備に関する省令の施行に伴う関係規則の整備に関する規則をここに公布する。

令和７年３月31日

静 岡 県 知 事 鈴 木 康 友

静岡県規則第35号

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の施行

に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令の施行に伴う関係規則の整備に関する規則

（静岡県食品衛生規則の一部改正）

第１条 静岡県食品衛生規則（平成12年静岡県規則第97号）の一部を次のように改正する。

改正前 改正後

様式第３号 （略）

（表）

（略）

営業許可申請書・営業届（新規・継続）

（略）

（略）

（裏） （略）

様式第５号 （略）

（表）

（略）

営業許可申請書・営業届（変更）

（略）

（略）

（裏） （略）

様式第３号 （略）

（表）

（略）

営業許可申請書・営業届（新規・継続）

（略）

（略）

（裏） （略）

様式第５号 （略）

（表）

（略）

営業許可申請書・営業届（変更）

（略）

（略）

（裏） （略）

（略）

営
業
施
設
情
報

（略）

（略） 食管・食監・調・製・栄・

船舶・と畜・食鳥

（略）

（略）

（略）

営
業
施
設
情
報

（略）

（略） 食管・食監・調・製・栄・

船舶・と畜・食鳥

（略）

（略）

（略）

営
業
施
設
情
報

（略）

（略） 食管・食監・調・製・栄・

管栄・船舶・と畜・食鳥

（略）

（略）

（略）

営
業
施
設
情
報

（略）

（略） 食管・食監・調・製・栄・

管栄・船舶・と畜・食鳥

（略）

（略）



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

（養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する規則の一部改正）

第２条 養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する規則（平成25年静岡県規則第７号）の一部を次のよ

うに改正する。

改正前 改正後

（職員の配置の基準）

第11条 養護老人ホームには、次の各号に掲げ

る職員を置かなければならない。ただし、特

別養護老人ホームに併設する入所定員50人未

満の養護老人ホーム（併設する特別養護老人

ホームの栄養士との連携を図ることにより当

該養護老人ホームの効果的な運営を期待する

ことができ、かつ、入所者の処遇に支障がな

いものに限る｡)にあっては第６号の栄養士

を、調理業務の全部を委託する養護老人ホー

ムにあっては第７号の調理員を置かないこと

ができる。

(1)～(5) （略）

(6) 栄養士 １以上

(7) （略）

２～11 （略）

12 第１項第３号、第６号及び第７号の規定に

かかわらず、サテライト型養護老人ホームの

生活相談員、栄養士又は調理員、事務員その

他の職員については、次に掲げる本体施設の

場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める職員により当該サテライト型

養護老人ホームの入所者の処遇が適切に行わ

れていると認められるときは、これを置かな

いことができる。

(1) 養護老人ホーム 生活相談員、栄養士又

は調理員、事務員その他の職員

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士

又は調理員、事務員その他の従業者

（職員の配置の基準）

第11条 養護老人ホームには、次の各号に掲げ

る職員を置かなければならない。ただし、特

別養護老人ホームに併設する入所定員50人未

満の養護老人ホーム（併設する特別養護老人

ホームの栄養士又は管理栄養士との連携を図

ることにより当該養護老人ホームの効果的な

運営を期待することができ、かつ、入所者の

処遇に支障がないものに限る｡)にあっては第

６号の栄養士又は管理栄養士を、調理業務の

全部を委託する養護老人ホームにあっては第

７号の調理員を置かないことができる。

(1)～(5) （略）

(6) 栄養士又は管理栄養士 １以上

(7) （略）

２～11 （略）

12 第１項第３号、第６号及び第７号の規定に

かかわらず、サテライト型養護老人ホームの

生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士又は

調理員、事務員その他の職員については、次

に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める職員によ

り当該サテライト型養護老人ホームの入所者

の処遇が適切に行われていると認められると

きは、これを置かないことができる。

(1) 養護老人ホーム 生活相談員、栄養士若

しくは管理栄養士又は調理員、事務員その

他の職員

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士

若しくは管理栄養士又は調理員、事務員そ

の他の従業者



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

（指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する規則の一部改正）

第３条 指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する規則（平成25年静岡県規則第９

号）の一部を次のように改正する。

(3) 介護医療院 栄養士又は調理員、事務員

その他の従業者

(4) 病院 栄養士（病床数100以上の病院の場

合に限る｡)

(5) （略）

(3) 介護医療院 栄養士若しくは管理栄養士

又は調理員、事務員その他の従業者

(4) 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数100

以上の病院の場合に限る｡)

(5) （略）

改正前 改正後

（従業者の員数）

第146条 指定短期入所生活介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所生活介護事業者」とい

う｡)が、当該事業を行う事業所（以下「指定

短期入所生活介護事業所」という｡)ごとに置

くべき指定短期入所生活介護の提供に当たる

従業者（以下この節から第５節までにおいて

「短期入所生活介護従業者」という｡)及びそ

の員数は、次のとおりとする。ただし、指定

短期入所生活介護事業所の利用定員（当該指

定短期入所生活介護事業所において同時に指

定短期入所生活介護の提供を受けることがで

きる利用者（当該指定短期入所生活介護事業

者が指定介護予防短期入所生活介護事業者

（指定介護予防サービス等基準規則第128条第

１項に規定する指定介護予防短期入所生活介

護事業者をいう。以下同じ｡)の指定を併せて

受け、かつ、指定短期入所生活介護の事業及

び指定介護予防短期入所生活介護（指定介護

予防サービス等基準規則第127条に規定する指

定介護予防短期入所生活介護をいう。以下同

じ｡)の事業が同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事業所

における指定短期入所生活介護又は指定介護

予防短期入所生活介護の利用者。以下この節

及び次節並びに第162条において同じ｡)の数の

（従業者の員数）

第146条 指定短期入所生活介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所生活介護事業者」とい

う｡)が、当該事業を行う事業所（以下「指定

短期入所生活介護事業所」という｡)ごとに置

くべき指定短期入所生活介護の提供に当たる

従業者（以下この節から第５節までにおいて

「短期入所生活介護従業者」という｡)及びそ

の員数は、次のとおりとする。ただし、指定

短期入所生活介護事業所の利用定員（当該指

定短期入所生活介護事業所において同時に指

定短期入所生活介護の提供を受けることがで

きる利用者（当該指定短期入所生活介護事業

者が指定介護予防短期入所生活介護事業者

（指定介護予防サービス等基準規則第128条第

１項に規定する指定介護予防短期入所生活介

護事業者をいう。以下同じ｡)の指定を併せて

受け、かつ、指定短期入所生活介護の事業及

び指定介護予防短期入所生活介護（指定介護

予防サービス等基準規則第127条に規定する指

定介護予防短期入所生活介護をいう。以下同

じ｡)の事業が同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事業所

における指定短期入所生活介護又は指定介護

予防短期入所生活介護の利用者。以下この節

及び次節並びに第162条において同じ｡)の数の



上限をいう。以下この節から第４節までにお

いて同じ｡)が40人を超えない指定短期入所生

活介護事業所にあっては、他の社会福祉施設

等の栄養士との連携を図ることにより当該指

定短期入所生活介護事業所の効果的な運営を

期待することができる場合であって、利用者

の処遇に支障がないときは、栄養士を置かな

いことができる。

(1)～(3) （略）

(4) 栄養士 １以上

(5)・(6) （略）

２～８ （略）

（従業者の員数）

第181条 基準該当短期入所生活介護事業者が、

基準該当短期入所生活介護事業所ごとに置く

べき基準該当短期入所生活介護の提供に当た

る従業者（以下この節において「短期入所生

活介護従業者」という｡)及びその員数は、次

のとおりとする。ただし、他の社会福祉施設

等の栄養士との連携を図ることにより当該基

準該当短期入所生活介護事業所の効果的な運

営を期待することができる場合であって、利

用者の処遇に支障がないときは、栄養士を置

かないことができる。

(1)・(2) （略）

(3) 栄養士 １以上

(4)・(5) （略）

２～５ （略）

（従業者の員数）

第188条 指定短期入所療養介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所療養介護事業者」とい

う｡)が、当該事業を行う事業所（以下「指定

短期入所療養介護事業所」という｡)ごとに置

くべき指定短期入所療養介護の提供に当たる

上限をいう。以下この節から第４節までにお

いて同じ｡)が40人を超えない指定短期入所生

活介護事業所にあっては、他の社会福祉施設

等の栄養士又は管理栄養士との連携を図るこ

とにより当該指定短期入所生活介護事業所の

効果的な運営を期待することができる場合で

あって、利用者の処遇に支障がないときは、

栄養士又は管理栄養士を置かないことができ

る。

(1)～(3) （略）

(4) 栄養士又は管理栄養士 １以上

(5)・(6) （略）

２～８ （略）

（従業者の員数）

第181条 基準該当短期入所生活介護事業者が、

基準該当短期入所生活介護事業所ごとに置く

べき基準該当短期入所生活介護の提供に当た

る従業者（以下この節において「短期入所生

活介護従業者」という｡)及びその員数は、次

のとおりとする。ただし、他の社会福祉施設

等の栄養士又は管理栄養士との連携を図るこ

とにより当該基準該当短期入所生活介護事業

所の効果的な運営を期待することができる場

合であって、利用者の処遇に支障がないとき

は、栄養士又は管理栄養士を置かないことが

できる。

(1)・(2) （略）

(3) 栄養士又は管理栄養士 １以上

(4)・(5) （略）

２～５ （略）

（従業者の員数）

第188条 指定短期入所療養介護の事業を行う者

（以下「指定短期入所療養介護事業者」とい

う｡)が、当該事業を行う事業所（以下「指定

短期入所療養介護事業所」という｡)ごとに置

くべき指定短期入所療養介護の提供に当たる



従業者（以下「短期入所療養介護従業者」と

いう｡)及びその員数は、次のとおりとする。

(1) 介護老人保健施設である指定短期入所療

養介護事業所にあっては、当該指定短期入

所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤

師、看護職員（看護師及び准看護師をい

う。以下この章において同じ｡)、介護職

員、支援相談員、理学療法士又は作業療法

士及び栄養士の員数は、それぞれ、利用者

（当該指定短期入所療養介護事業者が指定

介護予防短期入所療養介護事業者（指定介

護予防サービス等基準規則第172条第１項に

規定する指定介護予防短期入所療養介護事

業者をいう。以下同じ｡)の指定を併せて受

け、かつ、指定短期入所療養介護の事業及

び指定介護予防短期入所療養介護（指定介

護予防サービス等基準規則第171条に規定す

る指定介護予防短期入所療養介護をいう。

以下同じ｡)の事業が同一の事業所において

一体的に運営されている場合にあっては、

当該事業所における指定短期入所療養介護

又は指定介護予防短期入所療養介護の利用

者。以下この条及び第200条において同じ｡)

を当該介護老人保健施設の入所者とみなし

た場合における法に規定する介護老人保健

施設として必要とされる数が確保されるた

めに必要な数以上とする。

(2) 療養病床（医療法（昭和23年法律第205

号）第７条第２項第４号に規定する療養病

床をいう。以下同じ｡)を有する病院又は診

療所である指定短期入所療養介護事業所に

あっては、当該指定短期入所療養介護事業

所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介

護職員（医療法施行規則（昭和23年厚生労

働省令第50号）第19条第２項第３号に掲げ

る看護補助者をいう。以下この章において

従業者（以下「短期入所療養介護従業者」と

いう｡)及びその員数は、次のとおりとする。

(1) 介護老人保健施設である指定短期入所療

養介護事業所にあっては、当該指定短期入

所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤

師、看護職員（看護師及び准看護師をい

う。以下この章において同じ｡)、介護職

員、支援相談員、理学療法士又は作業療法

士及び栄養士又は管理栄養士の員数は、そ

れぞれ、利用者（当該指定短期入所療養介

護事業者が指定介護予防短期入所療養介護

事業者（指定介護予防サービス等基準規則

第172条第１項に規定する指定介護予防短期

入所療養介護事業者をいう。以下同じ｡)の

指定を併せて受け、かつ、指定短期入所療

養介護の事業及び指定介護予防短期入所療

養介護（指定介護予防サービス等基準規則

第171条に規定する指定介護予防短期入所療

養介護をいう。以下同じ｡)の事業が同一の

事業所において一体的に運営されている場

合にあっては、当該事業所における指定短

期入所療養介護又は指定介護予防短期入所

療養介護の利用者。以下この条及び第200条

において同じ｡)を当該介護老人保健施設の

入所者とみなした場合における法に規定す

る介護老人保健施設として必要とされる数

が確保されるために必要な数以上とする。

(2) 療養病床（医療法（昭和23年法律第205

号）第７条第２項第４号に規定する療養病

床をいう。以下同じ｡)を有する病院又は診

療所である指定短期入所療養介護事業所に

あっては、当該指定短期入所療養介護事業

所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介

護職員（医療法施行規則（昭和23年厚生労

働省令第50号）第19条第２項第３号に掲げ

る看護補助者をいう。以下この章において



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する規則の一部改正）

第４条 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する規則（平成25年静岡県規則第10号）の

一部を次のように改正する。

同じ｡)、理学療法士又は作業療法士及び栄

養士の員数は、それぞれ同法に規定する療

養病床を有する病院又は診療所として必要

とされる数が確保されるために必要な数以

上とする。

(3) （略）

(4) 介護医療院である指定短期入所療養介護

事業所にあっては、当該指定短期入所療養

介護事業所に置くべき医師、薬剤師、看護

職員、介護職員、理学療法士又は作業療法

士及び栄養士の員数は、それぞれ、利用者

を当該介護医療院の入所者とみなした場合

における法に規定する介護医療院として必

要とされる数が確保されるために必要な数

以上とする。

２ （略）

同じ｡)、理学療法士又は作業療法士及び栄

養士又は管理栄養士の員数は、それぞれ同

法に規定する療養病床を有する病院又は診

療所として必要とされる数が確保されるた

めに必要な数以上とする。

(3) （略）

(4) 介護医療院である指定短期入所療養介護

事業所にあっては、当該指定短期入所療養

介護事業所に置くべき医師、薬剤師、看護

職員、介護職員、理学療法士又は作業療法

士及び栄養士又は管理栄養士の員数は、そ

れぞれ、利用者を当該介護医療院の入所者

とみなした場合における法に規定する介護

医療院として必要とされる数が確保される

ために必要な数以上とする。

２ （略）

改正前 改正後

（従業者の員数）

第２条 （略）

２～11 （略）

12 指定介護老人福祉施設に指定居宅サービス

等基準規則第98条第１項に規定する指定通所

介護事業所又は指定短期入所生活介護事業所

等が併設される場合においては、当該併設さ

れる事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓

練指導員については、当該指定介護老人福祉

施設の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養

士又は機能訓練指導員により当該事業所の利

用者の処遇が適切に行われると認められると

きは、これを置かないことができる。

13 （略）

（従業者の員数）

第２条 （略）

２～11 （略）

12 指定介護老人福祉施設に指定居宅サービス

等基準規則第98条第１項に規定する指定通所

介護事業所又は指定短期入所生活介護事業所

等が併設される場合においては、当該併設さ

れる事業所の生活相談員、栄養士若しくは管

理栄養士又は機能訓練指導員については、当

該指定介護老人福祉施設の生活相談員、栄養

士若しくは管理栄養士又は機能訓練指導員に

より当該事業所の利用者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは、これを置かないこ

とができる。

13 （略）



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

（特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する規則の一部改正）

第５条 特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する規則（平成25年静岡県規則第８号）の一部を次

のように改正する。

改正前 改正後

（職員の配置の基準）

第10条 特別養護老人ホームには、次の各号に

掲げる職員を置かなければならない。ただ

し、入所定員が40人を超えない特別養護老人

ホームにあっては、他の社会福祉施設等の栄

養士との連携を図ることにより当該特別養護

老人ホームの効果的な運営を期待することが

できる場合であって、入所者の処遇に支障が

ないときは、第５号の栄養士を置かないこと

ができる。

(1)～(4) （略）

(5) 栄養士 １以上

(6)・(7) （略）

２～８ （略）

９ 特別養護老人ホームに指定居宅サービス等

基準第93条第１項に規定する指定通所介護事

業所又は指定短期入所生活介護事業所等が併

設される場合においては、当該併設される事

業所の生活相談員、栄養士、機能訓練指導員

又は調理員その他の従業者については、当該

特別養護老人ホームの生活相談員、栄養士、

機能訓練指導員又は調理員、事務員その他の

職員により当該事業所の利用者の処遇が適切

に行われると認められるときは、これを置か

ないことができる。

（職員の配置の基準）

第43条 地域密着型特別養護老人ホームには、

次の各号に掲げる職員を置かなければならな

い。ただし、他の社会福祉施設等の栄養士と

の連携を図ることにより当該地域密着型特別

（職員の配置の基準）

第10条 特別養護老人ホームには、次の各号に

掲げる職員を置かなければならない。ただ

し、入所定員が40人を超えない特別養護老人

ホームにあっては、他の社会福祉施設等の栄

養士又は管理栄養士との連携を図ることによ

り当該特別養護老人ホームの効果的な運営を

期待することができる場合であって、入所者

の処遇に支障がないときは、第５号の栄養士

又は管理栄養士を置かないことができる。

(1)～(4) （略）

(5) 栄養士又は管理栄養士 １以上

(6)・(7) （略）

２～８ （略）

９ 特別養護老人ホームに指定居宅サービス等

基準第93条第１項に規定する指定通所介護事

業所又は指定短期入所生活介護事業所等が併

設される場合においては、当該併設される事

業所の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養

士、機能訓練指導員又は調理員その他の従業

者については、当該特別養護老人ホームの生

活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能

訓練指導員又は調理員、事務員その他の職員

により当該事業所の利用者の処遇が適切に行

われると認められるときは、これを置かない

ことができる。

（職員の配置の基準）

第43条 地域密着型特別養護老人ホームには、

次の各号に掲げる職員を置かなければならな

い。ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又

は管理栄養士との連携を図ることにより当該



養護老人ホームの効果的な運営を期待するこ

とができる場合であって、入所者の処遇に支

障がないときは、第５号の栄養士を置かない

ことができる。

(1)～(4) （略）

(5) 栄養士 １以上

(6)・(7) （略）

２～８ （略）

９ 第１項第３号及び第５号から第７号までの

規定にかかわらず、サテライト型居住施設の

生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又は調

理員、事務員その他の職員については、次に

掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める職員により

当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が

適切に行われていると認められるときは、こ

れを置かないことができる。

(1) 特別養護老人ホーム 生活相談員、栄養

士、機能訓練指導員又は調理員、事務員そ

の他の職員

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養

士、理学療法士若しくは作業療法士又は調

理員、事務員その他の従業者

(3) 介護医療院 栄養士又は調理員、事務員

その他の従業者

(4) 病院 栄養士（病床数100以上の病院の場

合に限る｡)

(５) （略）

10・11 （略）

12 地域密着型特別養護老人ホームに指定居宅

サービス等基準第93条第１項に規定する指定

通所介護事業所又は指定短期入所生活介護事

業所等が併設される場合においては、当該併

地域密着型特別養護老人ホームの効果的な運

営を期待することができる場合であって、入

所者の処遇に支障がないときは、第５号の栄

養士又は管理栄養士を置かないことができ

る。

(1)～(4) （略）

(5) 栄養士又は管理栄養士 １以上

(6)・(7) （略）

２～８ （略）

９ 第１項第３号及び第５号から第７号までの

規定にかかわらず、サテライト型居住施設の

生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機

能訓練指導員又は調理員、事務員その他の職

員については、次に掲げる本体施設の場合に

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める職員により当該サテライト型居住施

設の入所者の処遇が適切に行われていると認

められるときは、これを置かないことができ

る。

(1) 特別養護老人ホーム 生活相談員、栄養

士若しくは管理栄養士、機能訓練指導員又

は調理員、事務員その他の職員

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士

若しくは管理栄養士、理学療法士若しくは

作業療法士又は調理員、事務員その他の従

業者

(3) 介護医療院 栄養士若しくは管理栄養士

又は調理員、事務員その他の従業者

(4) 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数100

以上の病院の場合に限る｡)

(5) （略）

10・11 （略）

12 地域密着型特別養護老人ホームに指定居宅

サービス等基準第93条第１項に規定する指定

通所介護事業所又は指定短期入所生活介護事

業所等が併設される場合においては、当該併



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

（指定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する規則の一部改正）

第６条 指定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する規則（平成25年静岡県規則第

13号）の一部を次のように改正する。

設される事業所の生活相談員、栄養士、機能

訓練指導員又は調理員その他の従業者につい

ては、当該地域密着型特別養護老人ホームの

生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又は調

理員、事務員その他の職員により当該事業所

の利用者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、これを置かないことができる。

13～15 （略）

設される事業所の生活相談員、栄養士若しく

は管理栄養士、機能訓練指導員又は調理員そ

の他の従業者については、当該地域密着型特

別養護老人ホームの生活相談員、栄養士若し

くは管理栄養士、機能訓練指導員又は調理

員、事務員その他の職員により当該事業所の

利用者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、これを置かないことができる。

13～15 （略）

改正前 改正後

（従業者の員数）

第128条 指定介護予防短期入所生活介護の事業

を行う者（以下「指定介護予防短期入所生活

介護事業者」という｡)が、当該事業を行う事

業所（以下「指定介護予防短期入所生活介護

事業所」という｡)ごとに置くべき指定介護予

防短期入所生活介護の提供に当たる従業者

（以下この節から第６節までにおいて「介護

予防短期入所生活介護従業者」という｡)及び

その員数は、次のとおりとする。ただし、指

定介護予防短期入所生活介護事業所の利用定

員（当該指定介護予防短期入所生活介護事業

所において同時に指定介護予防短期入所生活

介護の提供を受けることができる利用者（当

該指定介護予防短期入所生活介護事業者が指

定短期入所生活介護事業者（指定居宅サービ

ス等基準規則第146条第１項に規定する指定短

期入所生活介護事業者をいう。以下同じ｡)の

指定を併せて受け、かつ、指定介護予防短期

入所生活介護の事業及び指定短期入所生活介

護（指定居宅サービス等基準規則第145条に規

定する指定短期入所生活介護をいう。以下同

（従業者の員数）

第128条 指定介護予防短期入所生活介護の事業

を行う者（以下「指定介護予防短期入所生活

介護事業者」という｡)が、当該事業を行う事

業所（以下「指定介護予防短期入所生活介護

事業所」という｡)ごとに置くべき指定介護予

防短期入所生活介護の提供に当たる従業者

（以下この節から第６節までにおいて「介護

予防短期入所生活介護従業者」という｡)及び

その員数は、次のとおりとする。ただし、指

定介護予防短期入所生活介護事業所の利用定

員（当該指定介護予防短期入所生活介護事業

所において同時に指定介護予防短期入所生活

介護の提供を受けることができる利用者（当

該指定介護予防短期入所生活介護事業者が指

定短期入所生活介護事業者（指定居宅サービ

ス等基準規則第146条第１項に規定する指定短

期入所生活介護事業者をいう。以下同じ｡)の

指定を併せて受け、かつ、指定介護予防短期

入所生活介護の事業及び指定短期入所生活介

護（指定居宅サービス等基準規則第145条に規

定する指定短期入所生活介護をいう。以下同



じ｡)の事業が同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事業所

における指定介護予防短期入所生活介護又は

指定短期入所生活介護の利用者。以下この節

及び次節並びに第138条において同じ｡)の数の

上限をいう。以下この節から第４節までにお

いて同じ｡)が40人を超えない指定介護予防短

期入所生活介護事業所にあっては、他の社会

福祉施設等の栄養士との連携を図ることによ

り当該指定介護予防短期入所生活介護事業所

の効果的な運営を期待することができる場合

であって、利用者の処遇に支障がないとき

は、栄養士を置かないことができる。

(1)～(3) （略）

(4) 栄養士 １以上

(5)・(6) （略）

２～８ （略）

（従業者の員数）

第165条 基準該当介護予防短期入所生活介護事

業者が、基準該当介護予防短期入所生活介護

事業所ごとに置くべき基準該当介護予防短期

入所生活介護の提供に当たる従業者（以下こ

の節において「介護予防短期入所生活介護従

業者」という｡)及びその員数は、次のとおり

とする。ただし、他の社会福祉施設等の栄養

士との連携を図ることにより当該基準該当介

護予防短期入所生活介護事業所の効果的な運

営を期待することができる場合であって、利

用者の処遇に支障がないときは、栄養士を置

かないことができる。

(1)・(2) （略）

(3) 栄養士 １以上

(4)・(5) （略）

２～５ （略）

じ｡)の事業が同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事業所

における指定介護予防短期入所生活介護又は

指定短期入所生活介護の利用者。以下この節

及び次節並びに第138条において同じ｡)の数の

上限をいう。以下この節から第４節までにお

いて同じ｡)が40人を超えない指定介護予防短

期入所生活介護事業所にあっては、他の社会

福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携

を図ることにより当該指定介護予防短期入所

生活介護事業所の効果的な運営を期待するこ

とができる場合であって、利用者の処遇に支

障がないときは、栄養士又は管理栄養士を置

かないことができる。

(1)～(3) （略）

(4) 栄養士又は管理栄養士 １以上

(5)・(6) （略）

２～８ （略）

（従業者の員数）

第165条 基準該当介護予防短期入所生活介護事

業者が、基準該当介護予防短期入所生活介護

事業所ごとに置くべき基準該当介護予防短期

入所生活介護の提供に当たる従業者（以下こ

の節において「介護予防短期入所生活介護従

業者」という｡)及びその員数は、次のとおり

とする。ただし、他の社会福祉施設等の栄養

士又は管理栄養士との連携を図ることにより

当該基準該当介護予防短期入所生活介護事業

所の効果的な運営を期待することができる場

合であって、利用者の処遇に支障がないとき

は、栄養士又は管理栄養士を置かないことが

できる。

(1)・(2) （略）

(3) 栄養士又は管理栄養士 １以上

(4)・(5) （略）

２～５ （略）



第172条 指定介護予防短期入所療養介護の事業

を行う者（以下「指定介護予防短期入所療養

介護事業者」という｡)が、当該事業を行う事

業所（以下「指定介護予防短期入所療養介護

事業所」という｡)ごとに置くべき指定介護予

防短期入所療養介護の提供に当たる従業者

（以下「介護予防短期入所療養介護従業者」

という｡)及びその員数は、次のとおりとす

る。

(1) 介護老人保健施設である指定介護予防短

期入所療養介護事業所にあっては、当該指

定介護予防短期入所療養介護事業所に置く

べき医師、薬剤師、看護職員（看護師及び

准看護師をいう。以下この章において同

じ｡)、介護職員、支援相談員、理学療法士

又は作業療法士及び栄養士の員数は、それ

ぞれ、利用者（当該指定介護予防短期入所

療養介護事業者が指定短期入所療養介護事

業者（指定居宅サービス等基準規則第188条

第１項に規定する指定短期入所療養介護事

業者をいう。以下同じ｡)の指定を併せて受

け、かつ、指定介護予防短期入所療養介護

の事業及び指定短期入所療養介護（指定居

宅サービス等基準規則第187条に規定する指

定短期入所療養介護をいう。以下同じ｡)の

事業が同一の事業所において一体的に運営

されている場合にあっては、当該事業所に

おける指定介護予防短期入所療養介護又は

指定短期入所療養介護の利用者。以下この

条及び第178条において同じ｡)を当該介護老

人保健施設の入所者とみなした場合におけ

る法に規定する介護老人保健施設として必

要とされる数が確保されるために必要な数

以上とする。

(2) 療養病床（医療法（昭和23年法律第205

号）第７条第２項第４号に規定する療養病

第172条 指定介護予防短期入所療養介護の事業

を行う者（以下「指定介護予防短期入所療養

介護事業者」という｡)が、当該事業を行う事

業所（以下「指定介護予防短期入所療養介護

事業所」という｡)ごとに置くべき指定介護予

防短期入所療養介護の提供に当たる従業者

（以下「介護予防短期入所療養介護従業者」

という｡)及びその員数は、次のとおりとす

る。

(1) 介護老人保健施設である指定介護予防短

期入所療養介護事業所にあっては、当該指

定介護予防短期入所療養介護事業所に置く

べき医師、薬剤師、看護職員（看護師及び

准看護師をいう。以下この章において同

じ｡)、介護職員、支援相談員、理学療法士

又は作業療法士及び栄養士又は管理栄養士

の員数は、それぞれ、利用者（当該指定介

護予防短期入所療養介護事業者が指定短期

入所療養介護事業者（指定居宅サービス等

基準規則第188条第１項に規定する指定短期

入所療養介護事業者をいう。以下同じ｡)の

指定を併せて受け、かつ、指定介護予防短

期入所療養介護の事業及び指定短期入所療

養介護（指定居宅サービス等基準規則第187

条に規定する指定短期入所療養介護をい

う。以下同じ｡)の事業が同一の事業所にお

いて一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定介護予防短期

入所療養介護又は指定短期入所療養介護の

利用者。以下この条及び第178条において同

じ｡)を当該介護老人保健施設の入所者とみ

なした場合における法に規定する介護老人

保健施設として必要とされる数が確保され

るために必要な数以上とする。

(2) 療養病床（医療法（昭和23年法律第205

号）第７条第２項第４号に規定する療養病



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

（指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営の基準に関する規則の一部改正）

第７条 指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営の基準に関する規則（平成25年静岡県規則第20号）の

一部を次のように改正する。

床をいう。以下同じ｡)を有する病院又は診

療所である指定介護予防短期入所療養介護

事業所にあっては、当該指定介護予防短期

入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤

師、看護職員、介護職員（医療法施行規則

（昭和23年厚生労働省令第50号）第19条第

２項第３号に掲げる看護補助者をいう。以

下この章において同じ｡)、理学療法士又は

作業療法士及び栄養士の員数は、それぞれ

同法に規定する療養病床を有する病院又は

診療所として必要とされる数が確保される

ために必要な数以上とする。

(3) （略）

(4) 介護医療院である指定介護予防短期入所

療養介護事業所にあっては、当該指定介護

予防短期入所療養介護事業所に置くべき医

師、薬剤師、看護職員、介護職員、理学療

法士又は作業療法士及び栄養士の員数は、

それぞれ、利用者を当該介護医療院の入所

者とみなした場合における法に規定する介

護医療院として必要とされる数が確保され

るために必要な数以上とする。

２ （略）

床をいう。以下同じ｡)を有する病院又は診

療所である指定介護予防短期入所療養介護

事業所にあっては、当該指定介護予防短期

入所療養介護事業所に置くべき医師、薬剤

師、看護職員、介護職員（医療法施行規則

（昭和23年厚生労働省令第50号）第19条第

２項第３号に掲げる看護補助者をいう。以

下この章において同じ｡)、理学療法士又は

作業療法士及び栄養士又は管理栄養士の員

数は、それぞれ同法に規定する療養病床を

有する病院又は診療所として必要とされる

数が確保されるために必要な数以上とす

る。

(3) （略）

(4) 介護医療院である指定介護予防短期入所

療養介護事業所にあっては、当該指定介護

予防短期入所療養介護事業所に置くべき医

師、薬剤師、看護職員、介護職員、理学療

法士又は作業療法士及び栄養士又は管理栄

養士の員数は、それぞれ、利用者を当該介

護医療院の入所者とみなした場合における

法に規定する介護医療院として必要とされ

る数が確保されるために必要な数以上とす

る。

２ （略）

改正前 改正後

（食事）

第36条 （略）

２ （略）

３ 指定障害者支援施設等は、食事の提供に当

たっては、利用者の心身の状況及びし好を考

慮し、適切な時間に食事の提供を行うととも

（食事）

第36条 （略）

２ （略）

３ 指定障害者支援施設等は、食事の提供に当

たっては、利用者の心身の状況及び嗜好を考
し

慮し、適切な時間に食事の提供を行うととも



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

（障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する規則の一部改正）

第８条 障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する規則（平成25年静岡県規則第23号）の一部を次のよ

うに改正する。

改正前 改正後

（食事）

第29条 （略）

２ （略）

３ 障害者支援施設は、食事の提供に当たって

は、利用者の心身の状況及びし好を考慮し、

適切な時間に食事の提供を行うとともに、利

用者の年齢及び障害の特性に応じた、適切な

栄養量及び内容の食事の提供を行うため、必

要な栄養管理を行わなければならない。

４ （略）

５ 障害者支援施設は、食事の提供を行う場合

であって、障害者支援施設に栄養士を置かな

いときは、献立の内容、栄養価の算定及び調

理の方法について保健所等の指導を受けるよ

う努めなければならない。

（給付金として支払を受けた金銭の管理）

第34条 障害者支援施設は、当該障害者支援施

設の設置者が利用者に係る障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備

（食事）

第29条 （略）

２ （略）

３ 障害者支援施設は、食事の提供に当たって

は、利用者の心身の状況及び嗜好を考慮し、
し

適切な時間に食事の提供を行うとともに、利

用者の年齢及び障害の特性に応じた、適切な

栄養量及び内容の食事の提供を行うため、必

要な栄養管理を行わなければならない。

４ （略）

５ 障害者支援施設は、食事の提供を行う場合

であって、障害者支援施設に栄養士又は管理

栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養

価の算定及び調理の方法について保健所等の

指導を受けるよう努めなければならない。

（給付金として支払を受けた金銭の管理）

第34条 障害者支援施設は、当該障害者支援施

設の設置者が利用者に係る障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関

に、利用者の年齢及び障害の特性に応じた、

適切な栄養量及び内容の食事の提供を行うた

め、必要な栄養管理を行わなければならな

い。

４ （略）

５ 指定障害者支援施設等は、食事の提供を行

う場合であって、指定障害者支援施設等に栄

養士を置かないときは、献立の内容、栄養価

の算定及び調理の方法について保健所等の指

導を受けるよう努めなければならない。

に、利用者の年齢及び障害の特性に応じた、

適切な栄養量及び内容の食事の提供を行うた

め、必要な栄養管理を行わなければならな

い。

４ （略）

５ 指定障害者支援施設等は、食事の提供を行

う場合であって、指定障害者支援施設等に栄

養士又は管理栄養士を置かないときは、献立

の内容、栄養価の算定及び調理の方法につい

て保健所等の指導を受けるよう努めなければ

ならない。



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

（軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する規則の一部改正）

第９条 軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する規則（平成25年静岡県規則第６号）の一部を次のよ

うに改正する。

及び運営に関する基準第38条の２の規定に基

づき厚生労働大臣が定める給付金（平成23年

厚生労働省告示第378号）に定める給付金（以

下この条において「給付金」という｡)の支給

を受けたときは、給付金として支払を受けた

金銭を次に掲げるところにより管理しなけれ

ばならない。

(1)～(4) （略）

する基準第33条の２の規定に基づき厚生労働

大臣が定める給付金（平成23年厚生労働省告

示第379号）に定める給付金（以下この条にお

いて「給付金」という｡)の支給を受けたとき

は、給付金として支払を受けた金銭を次に掲

げるところにより管理しなければならない。

(1)～(4) （略）

改正前 改正後

（職員配置の基準）

第10条 軽費老人ホームに置くべき職員及びそ

の員数は、次のとおりとする。ただし、入所

定員が40人以下又は他の社会福祉施設等の栄

養士との連携を図ることにより効果的な運営

を期待することができる軽費老人ホーム（入

所者に提供するサービスに支障がない場合に

限る｡)にあっては第４号の栄養士を、調理業

務の全部を委託する軽費老人ホームにあって

は第６号の調理員を置かないことができる。

(1)～(3) （略）

(4) 栄養士 １以上

(5)・(6) （略）

２～９ （略）

10 第１項第４号の栄養士及び同項第５号の事

務員のそれぞれのうち１人は、常勤でなけれ

ばならない。

11～13 （略）

附 則

（軽費老人ホームＡ型の職員配置の基準）

８ 軽費老人ホームＡ型に置くべき職員及びそ

の員数は、次のとおりとする。ただし、併設

（職員配置の基準）

第10条 軽費老人ホームに置くべき職員及びそ

の員数は、次のとおりとする。ただし、入所

定員が40人以下又は他の社会福祉施設等の栄

養士若しくは管理栄養士との連携を図ること

により効果的な運営を期待することができる

軽費老人ホーム（入所者に提供するサービス

に支障がない場合に限る｡)にあっては第４号

の栄養士又は管理栄養士を、調理業務の全部

を委託する軽費老人ホームにあっては第６号

の調理員を置かないことができる。

(1)～(3) （略）

(4) 栄養士又は管理栄養士 １以上

(5)・(6) （略）

２～９ （略）

10 第１項第４号の栄養士又は管理栄養士及び

同項第５号の事務員のそれぞれのうち１人

は、常勤でなければならない。

11～13 （略）

附 則

（軽費老人ホームＡ型の職員配置の基準）

８ 軽費老人ホームＡ型に置くべき職員及びそ

の員数は、次のとおりとする。ただし、併設



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

（女性自立支援施設の設備及び運営の基準に関する規則の一部改正）

第10条 女性自立支援施設の設備及び運営の基準に関する規則（令和６年静岡県規則第31号）の一部を次の

ように改正する。

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

附 則

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。

２ この規則の施行の際現に第１条の規定による改正前の静岡県食品衛生規則（以下「旧規則」という｡)様

式第３号により提出されている申請書は、同条の規定による改正後の静岡県食品衛生規則様式第３号によ

する特別養護老人ホームの栄養士、事務員、

医師又は調理員その他の職員との連携を図る

ことにより効果的な運営を期待することがで

きる軽費老人ホームＡ型（入所者に提供され

るサービスに支障がない場合に限る｡)にあっ

ては第５号の栄養士、第６号の事務員、第７

号の医師又は第８号の調理員その他の職員

を、調理業務の全部を委託する軽費老人ホー

ムＡ型にあっては第８号の調理員を置かない

ことができる。

(1)～(4) （略）

(5) 栄養士 １以上

(6)～(8) （略）

16 附則第８項第５号の栄養士は、常勤の者で

なければならない。

する特別養護老人ホームの栄養士若しくは管

理栄養士、事務員、医師又は調理員その他の

職員との連携を図ることにより効果的な運営

を期待することができる軽費老人ホームＡ型

（入所者に提供されるサービスに支障がない

場合に限る｡)にあっては第５号の栄養士若し

くは管理栄養士、第６号の事務員、第７号の

医師又は第８号の調理員その他の職員を、調

理業務の全部を委託する軽費老人ホームＡ型

にあっては第８号の調理員を置かないことが

できる。

(1)～(4) （略）

(5) 栄養士又は管理栄養士 １以上

(6)～(8) （略）

16 附則第８項第５号の栄養士又は管理栄養士

は、常勤の者でなければならない。

改正前 改正後

（職員配置の基準）

第７条 女性自立支援施設に置くべき職員及び

その員数は、次のとおりとする。ただし、調

理業務の全部を委託する施設にあっては、第

３号の職員を置かないことができる。

(1)・(2) （略）

(3) 栄養士又は調理員 １以上

(4)～(6) （略）

２ （略）

（職員配置の基準）

第７条 女性自立支援施設に置くべき職員及び

その員数は、次のとおりとする。ただし、調

理業務の全部を委託する施設にあっては、第

３号の職員を置かないことができる。

(1)・(2) （略）

(3) 栄養士若しくは管理栄養士又は調理員

１以上

(4)～(6) （略）

２ (略）



り提出された申請書とみなす。

３ この規則の施行の際現に旧規則の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用すること

ができる。


